
東京都港区芝五丁目３６番７号
三田ベルジュビル４階

株 式 会 社　S B J 銀 行
代表取締役社長　富屋　誠一郎

（単位：百万円）

(資産の部） (負債の部）

72,868 504,374

現 金 3,270 当 座 預 金 325

預 け 金 69,597 普 通 預 金 57,386

8,826 通 知 預 金 8,140

23,002 定 期 預 金 430,869

国 債 9,078 定 期 積 金 1,938

社 債 223 そ の 他 の 預 金 5,714

そ の 他 の 証 券 13,700 29,627

457,091 借 入 金 29,627

割 引 手 形 66 978

手 形 貸 付 16,705 外 国 他 店 預 り 851

証 書 貸 付 437,480 売 渡 外 国 為 替 127

当 座 貸 越 2,838 5,580

21,155 未 決 済 為 替 借 113

外 国 他 店 預 け 2,971 未 払 法 人 税 等 1,491

買 入 外 国 為 替 15,945 未 払 費 用 3,105

取 立 外 国 為 替 2,239 前 受 収 益 155

2,827 給 付 補 填 備 金 9

未 決 済 為 替 貸 90 金 融 派 生 商 品 0

前 払 費 用 47 そ の 他 の 負 債 702

未 収 収 益 379 119

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 1,800 198

そ の 他 の 資 産 509 3,755

810 544,634

建 物 687 (純資産の部）

土 地 31 15,000

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 91 15,000

196 資 本 準 備 金 15,000

ソ フ ト ウ エ ア 113 12,816

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 83 そ の 他 利 益 剰 余 金 12,816

191 繰 越 利 益 剰 余 金 12,816

3,755 42,816

△ 3,280 △ 5

△ 5

42,810

587,444 587,444

科          目

有 形 固 定 資 産

科          目

そ の 他 負 債

コ ー ル ロ ー ン

賞 与 引 当 金

貸 出 金

第 8 期　  決 算 公 告
平成29年6月26日

有 価 証 券

外 国 為 替

そ の 他 資 産

金          額

借 用 金

金          額

預 金現 金 預 け 金

無 形 固 定 資 産

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

負 債 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

外 国 為 替

退 職 給 付 引 当 金

支 払 承 諾

   貸借対照表 （平成29年3月31日現在） 



（単位：百万円）

15,630

11,447

貸 出 金 利 息 10,474

有 価 証 券 利 息 配 当 金 272

コ ー ル ロ ー ン 利 息 78

預 け 金 利 息 209

そ の 他 の 受 入 利 息 412

3,170

受 入 為 替 手 数 料 324

そ の 他 の 役 務 収 益 2,846

246

外 国 為 替 売 買 益 246

765

債 権 譲 渡 益 341

そ の 他 の 経 常 収 益 424

8,191

2,469

預 金 利 息 2,099

借 用 金 利 息 370

762

支 払 為 替 手 数 料 110

そ の 他 の 役 務 費 用 652

4,847

111

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 93

そ の 他 の 経 常 費 用 17

7,439

25

固 定 資 産 除 却 損 25

7,413

2,410

△ 77

2,333

5,080

そ の 他 業 務 収 益

役 務 取 引 等 費 用

　　損益計算書 (　  　　　 　  )

税 引 前 当 期 純 利 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 経 常 収 益

科          目 金          額

経 常 収 益

営 業 経 費

特 別 損 失

当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

資 金 運 用 収 益

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

経 常 費 用

平成28年4月31日から 
平成29年3月31日まで 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。  

 

重要な会計方針 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券については原則とし

て決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められる

ものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

  有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）並びに平成 28年４月１日以後に取得した建物附属設備につ  

   いては定額法）を採用しております。 

   また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

   建 物 25年～50年 

   その他  3年～20年 

(2)無形固定資産 

   無形固定資産は、定額法により償却しております。自社用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（５年）に

基づいて償却しております。 

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

5. 引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

    貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

  「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特

別委員会報告第４号 平成 24年７月４日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に

分類し、将来発生が見込まれる損失率を合理的に見積り、予想損失額に相当する額を計上しております。破綻懸念先債権に相当

する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める

額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保

証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。 

    すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。 

(2)賞与引当金 

    賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を

計上しております。 

(3)退職給付引当金 

      退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法による期末自己都合要支給

額）を計上しております。 

6. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 

    法人税の改正に伴い、「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 32号 平 28年   

   ６月 17日）を当事業年度に適用し、平成 28年４月１日以後に取得した建物附属設備に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更   

   しております。 

    なおこの変更による、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

追加情報 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する運用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28年３月 28日）を当該事業年度から適用し   

   ております。 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

1. 貸出金のうち、破綻先債権額は 26百万円、延滞債権額は 2,145百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又 

は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」

という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定す

る事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利 

息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 



2. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 2,287百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、

債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権（元本又は利息の支払

が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものをいいます。）に該当しないもので

あります。 

3. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 4,460百万円であります。 

なお、上記１．から３．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

4. 手形割引は、業種別監査委員会報告第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商 

業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金

額は、16,011百万円であります。 

5. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 7,566 百万円 

    上記の他、為替決済取引の担保として、有価証券 1,512百万円を差し入れております。 

   また、その他の資産には、保証金 369百万円が含まれております。 

6. 当座貸越契約及び貸付金に係わるコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された 

条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係わる融資未実行残

高は、15,339百万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが 8,329百万円あります。なお、これらの契約の多くは、融

資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもので

はありません。 

 

 

 

 

（損益計算書関係） 

1. 関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額  365 百万円 

役務取引等に係る収益総額  77 百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額  268 百万円 

役務取引等に係る費用総額  19 百万円 

2. 関連当事者との取引について記載すべき重要なものは以下のとおりであります。 

  (注 1) 独立第三者間取引と同様の一般的な取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

 (注 2) 預け金、外国為替、借用金の 取引金額は平均残高を記載しております。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（単位：千株） 

 当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

摘要 

発行済株式      

 普通株式 30,000,000 - - 30,000,000 - 

 合計 30,000,000 - - 30,000,000 - 

 

 

 

 

7. 有形固定資産の減価償却累計額  895 百万円 

8. 関係会社に対する金銭債権総額 11,310 百万円 

9. 関係会社に対する金銭債務総額 28,782 百万円 

         （単位：百万円） 

属性 会社名 住所 
資本金

(億ウォン） 

事業の 

内容 

議決権等の 

被所有割合

(%) 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員の 

兼務等 

事業上 

の関係 

親会社 
新韓 

銀行 

大 韓

民 国 
79,280 銀行業 100% 

役員の

兼任 

資金取

引等の

相手方 

預け金 

利息の受取 

10,193 

662 

預け金 

未収金 

- 

- 

外国為替 

利息の受取 

21,195 

347 

外国為替 

未収収益 

前受収益 

11,145 

22 

2 

借用金 

利息の支払 

21,578 

247 

借用金 

未払費用 

27,950 

36 



（金融商品関係） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

  当行は、主に、法人及び個人向けのローン事業、有価証券運用、親銀行向けの預け金運用を行っております。これらの事業を行うた

めに、個人預金を中心とした資金調達、銀行借入により資金調達を行っております。なお、資産及び負債の総合的管理を行いリスク

諸要因に留意した管理を行っております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

  当行が保有する金融資産のうち、貸付金については、国内の法人及び個人向けに行っており、それらの債権が予定通りに返済され

ない等による信用リスクに晒されています。有価証券運用については安全性や流動性を重視した運用方針のもと、債券などを保有し

ております。これらは信用リスクとともに、発行体の信用状態や金利の変動による市場価格の変動リスクに晒されております。親銀

行向けの預け金については、主に親銀行の信用リスクに晒されています。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスクの管理 

  当行は、信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金については、個別案件ごとの与信審査、与信限度、内部格付、担保や保証

の設定、事後管理などの体制整備を行い運用しております。また、有価証券の発行体リスクに関しては、信用情報などを定期的に確

認し管理をしております。これら信用リスクに関する管理内容はリスク管理委員会へ定期的に報告をする体制をとっております。 

 ②市場リスクの管理 

  当行は、資産及び負債の総合的管理により金利リスクを管理し、経営委員会へ資産及び負債の金利や期間を報告する体制をとって

おります。また、リスク管理・コンプライアンス部において金利感応度分析等のモニタリングを行い、リスク管理委員会へ報告する

体制をとっております。当行の主要なリスク変動である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、「貸出金」、「有価証券」、「預

け金」、「預金」、「借用金」となっており、金利の変動リスク管理は、金融資産及び金融負債について VaRを計算し、定量的な分析を

しております。なお、平成 28年 3月 31日現在で、市場リスクも加味した、当行の運用及び調達総体での VaRは 3,875百万円であり

ます。なお、VaR の算定にあたっては、保有期間 240 日、信頼区間 99%の前提によっております。ただし、VaR は過去の相場変動を

ベースに統計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場環境が激変する状況下

におけるリスクは捕捉できない場合があります。 

 ③資金調達に係る流動性リスクの管理 

  当行は、資産及び負債の総合的管理を通して資金管理を行い、主に個人預金を中心とした調達により資金繰りの安定化を図ってお

ります。流動性リスクの管理状況については、経営委員会及びリスク管理委員会へ定期的に報告する体制をとっております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価

額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場

株式等は次表には含めておりません。（注 2参照） 

  また、貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。     

                                                                                                     （単位：百万円） 

   貸借対照表計上額      時価    差額 

(1)現金預け金 

(2)コールローン 

(3)有価証券  

  満期保有目的の債券 

  その他有価証券 

(4)貸出金 

  貸倒引当金 (*1) 

 

    72,868 

       8,826         

 22,923 

      16,355 

6,568 

     457,091 

      △3,240 

72,868 

8,826 

23,083 

16,514 

6,568 

 

- 

- 

159 

159 

- 

 

453,850 453,923 73 

(5)外国為替 21,155 21,115 - 

資産計 579,584 579,816 232 

(1)預金 

(2)借用金 

(3)外国為替 

      504,374 

29,627 

978 

506,109 

29,627 

978 

1,734 

- 

- 

負債計       534,980 535,714 1,734 

デリバティブ取引(*2) 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

(0) 

(0) 

(0) 

(0) 

- 

- 

デリバティブ取引計 (0) (0) - 

(*1) 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお外国為替に対する貸倒引当金については、重要  

   性が乏しいため、貸借対照表計上額から直接減額しております。 

(*2)その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

  デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（ ）で非    

   



表示しております。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項 

 

資 産 

(1) 現金預け金 

     満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金の

うち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を

時価としております。固定金利によるものは、預入期間に基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り

引いた現在価値を算定しております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

(2) コールローン 

     コールローンは、残存期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

(3) 有価証券 

     債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項につ

いては「（有価証券関係）」に記載しております。 

(4) 貸出金 

     貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、

期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。な

お、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算

定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額を時価として

おります。 

(5) 外国為替 

     外国為替は、他の銀行に対する外貨預け金（外国他店預け）、輸出手形（買入外国為替）、輸入手形による手形貸付（取立外国為替）

であります。これらは、満期のない預け金、又は残存期間が短期間（１年以内）であり、それぞれ時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

(1) 預金 

     要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預金の時価は、一定

の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れ

る際に使用する利率を用いております。なお、残存期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該帳簿価額を時価としております。 

(2) 借用金 

     借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、

時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区

分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、残存期間

が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

(3) 外国為替 

     外国為替のうち、外国為替関連の短期借入金（外国他店借）は約定期間が短期間輸出手形（１年以内）であります。これらの時価は

帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

 

デリバティブ取引 

(1) ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

      ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの決算日における契約額又は契約において定め 

        られた元本相当額、時価及び評価損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、その金額自 

        体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 

①通貨関連 

  (単位:百万円) 

 

区分 種類 

平成 29年 3月末 

契約額等 
 

時価 
うち 1年超過 

店頭 

為替予約    

 売建 239 － △0 

 買建 － － － 

合計 239 － △0 

(注）1.上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 



 2.時価の算定 店頭取引については、割引現在価値等により算出しております 

 

(注 2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の(3)有価証券には含まれておりま

せん。 

 (単位：百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

組合出資金 (*1) 79  

合計 79  

    (*1)  組合出資金については、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されているため、  

時価開示の対象とはしておりません。 

 

(注 3)金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

                                                                                                          （単位：百万円） 

 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超 10年以内 10年超 

預け金 

コールローン 

有価証券(*) 

 その他有価証券 

 満期保有目的の債券 

貸出金(*) 

外国為替 

 68,097 

8,826 

 

- 

6,483 

89,509 

21,155 

 1,500 

- 

 

6,047 

7,361 

76,030 

- 

 - 

- 

 

- 

 -  

29,672 

- 

 - 

- 

 

520 

2,510 

1,610 

- 

 - 

- 

 

- 

- 

4,567 

- 

 - 

- 

 

- 

- 

253,530 

- 

 

合計 194,072  91,939  29,672  4,640  4,567  253,530  

      (*)有価証券のうち、満期のないものは、79百万円は含めておりません。 

   貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見込めない 2,176百万円は含めておりません。 

 

(注 4)借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超７年以内 ７年超 10年以内 10年超 

預金(*) 244,841  172,298  87,234  0  - - 

借用金   29,627  -  -  -  - - 

外国為替 978  -  -  -  - - 

合計 275,447  172,298  87,234  0  - - 

(*)預金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。 

 

（有価証券関係） 

1. 満期保有目的の債券（平成 29年 3月 31日現在） 

    （単位：百万円） 

 種類 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

国債 2,510  2,632  122  

その他 12,838  12,883  45  

小計 15,348  15,516  167  

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 

その他 1,006  998  △8  

小計 1,006  998  △8  

合計 16,355  16,514  159  

 

2. その他有価証券（平成 29年 3月 31日現在） 

 種類 取得原価 貸借対照表経常額 差額 

時価が貸借対照表 

計上額を超えるもの 

国債 6,511  6,568  56  

その他  -  -  - 

小計 6,511  6,568  56  

時価が貸借対照表 

計上額を超えないもの 
小計  -  -  - 

合計 6,511  6,568  56  

(＊1) 有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 79百万円を含めておりません。 

  上記「（金融商品関係） 2．金融商品の時価等に関する事項 (注 2)」参照。 

 

3. 当該事業年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 

 



4. 当該事業年度中に売却したその他の債券 

該当事項はありません。 

 

5. 売買目的以外の有価証券(時価を把握することが極めて困難なものを除く)のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落    

しており、時価が取得原価を回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、   

評価差額を当該事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当該事業年度における減損処理は、該当ありません。 

 

（税効果会計関係） 

1.   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産   

 

 

 

 

 

退職給付引当金 49 百万円 

貸倒引当金 1,012  

賞与引当金           37  

未払事業税 93  

その他有価証券評価差額金 20  

その他 18  

繰延税金資産小計         1,229  

評価性引当額          △1,022  

繰延税金資産合計      207  

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 17  

繰延税金負債合計 17  

繰延税金資産の純額 191   百万円 

 

 

(１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 1円 43銭 

１株当たりの当期純利益金額 0円 17銭 
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